
５－３．河川沿いの土砂調整地による対策 

（１）目的

河川沿いに土砂調整地をつくり、久著呂川を流下して湿原へ流入する粗粒土砂を削減し、細粒
土砂や栄養塩の負荷量を調整する。

土砂調整地

掘削部

現況河道未利用地、荒廃地等を使用する

現況河道の勾配や

親水性を勘案し緩

くする。

流水の侵入を容易にする

ため、現況河道の平均河床

高と一致させる。 

周辺からの負荷流入の軽減、

ビオトープ機能に配慮し、土

砂調整地の両岸に連続した

水辺林を配置する。 現況

河道

掘削部

現地地形と景観に配慮して曲

線的な平面形状とする。

 

 

 

 

 

（２）検討内容 

 平成 14年度は、３章で示した平成 13年度までの検討概要とその段階での課題を踏まえ、次の
ような調査、検討を行う。

〈久著呂川における流量、流砂量、栄養塩負荷量等に関する観測（p14～18 参照）〉 
 久著呂川での流水・流域負荷の流量配分および負荷生産・流出特性等を把握するとと
もに、土砂調整地の配置、規模、形状等を検討する際の基礎資料とする目的で、流量、
流砂量、栄養塩負荷等に関する観測を行う。 
〈河川区域等の公有地の範囲と土地利用状況の概略把握〉
資料により現河道 KP0～16 付近までの河川区域の範囲を調べ、現地踏査により河川区

域内の土地利用状況を概略把握する。 
 これまでの調査により、
・久著呂川中・上流部は牧草地等の民有地が多い
・下流部の左岸は比較的公有地（鶴居村村有地と河川区域）が多い
ことが分かった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 今後の検討内容

〈土砂調整地候補地の選定〉
選定条件：①河川区域または公有地の範囲内にある未利用地
     ②現況の土地利用

③地盤勾配が緩い（流水の滞留時間を確保）
④施工性が高い（重機の搬入が容易、掘削量が少ない等）

 

 

施策地点選定後

施工 

・土砂調整地形状、規模(幅、延長、法勾配、
植栽等)の検討

・維持管理(排砂方法・頻度)の検討
・環境に配慮した施工計画の策定

具体的地点での土砂調整
の効果及び影響の検討地

施工計画 

・土砂調整地形状、規模の検討
・河床変動計算等による効果量の推定

・縦横断測量による堆積厚、堆積土砂量
の把握
・河床材料調査
・生態系への効果、影響

場合に応じた施設・施策の見直し 
（アダプティブマネジメント） 

効果のモニタリング 
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 図５－３ 地籍区分図



５－４．河道の安定化対策について

（1）目的 

 河岸侵食や河床低下が見られる久著呂川の中流部（KP14～16付近）において、河岸保護
工や床止め工を設置して土砂発生量抑制と河道安定化対策を行う。

（２）検討内容 

平成 14年度は、３章で示した平成 13年度までの検討概要とその段階での課題を踏まえ、
次のような調査、検討を行った。

〈河床低下量と土砂発生量の概略把握と対策案の検討〉
・平成７年と 13 年の河川縦横断形状を比較し、その期間における対策箇所での河床低下量を把握す
るとともに、土砂発生量を推測した。

図５－３ 河床低下区間縦断図    図５－４ 河床侵食による推測土砂発生量

・上に示したような現況を踏まえ、河道の安定化対策のイメージを複数案出して概略検討した。図５
－５には、その内の一案を示す。

図５－５ 河道の安定化対策のイメージ

KP15付近（平成 13年）KP15付近（平成 7年）

「今後の検討内容」へ

平成 13 年度 

平成 7年 
平成 13 年 
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施工 

施工計画 

対策の検討、設計 

侵食原因の把握 

維持管理、補修 

今後の検討内容
・侵食力の増加←急勾配化、川幅の制限、
        流速増大、水深増大
・耐侵食力の減少←耐侵食力が低い箇所へ

の流下、急勾配化

・侵食力の減少
・耐侵食力の増加
・周辺牧草地等への配慮
・水中生物等への配慮
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